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巻頭言

2020年初頭から新型コロナウィルスの影響により、開催中止を余儀なくされていた企業活力委
員会を、昨年12月に約1年ぶりにオンラインの形で再開することができました。関係者の皆様のご
尽力に改めて御礼申し上げます。
このオンライン会議に象徴されるように、新型コロナウィルス感染症の拡大によって、皆さんの

生活もこの1年で一変したのではないでしょうか。例えば、内閣府調査によるテレワーク実施率は
全国で21.5%（東京：42.8%）と前年から倍増し、ネットショッピングや宅配ランチ等の利用も広
がりました。また、韓国の人気グループBTSのオンライン公演は100国以上から100万人近くが視
聴したと言われています。日常的な移動の制限が、人々の可処分時間を拡大させ、デジタル技術を
活用した新たなサービス需要のきっかけとなっているのだと思います。
一方、コロナ禍で業績悪化に直面している方やデジタル化の進展による個人情報漏洩やサイバー

攻撃による日常生活や財産への脅威に不安を感じている方もいるでしょう。航空・運輸業界や観光
業界の厳しい現状はもとより、例えばオンライン公演によって会場警備といった従来の雇用機会が
喪失する等のマイナスの影響ももちろんあります。しかし、人間社会は、デジタルを始めとする新
しい技術の活用等によって経済成長を促し、人々への新たな価値提供と変化への素早い対応で、こ
うしたリスクを乗り越えてきたのではないでしょうか。昨年発表された情報通信白書でも、「社会
のデジタル化が進み、場所にとらわれない生活・働き方が可能であると人々が実感した、この変化
は不可逆的なものだ」と指摘しています。デジタル化の推進は待ったなしの状況であり、菅政権に
おいても一丁目一番地の政策として打ち出されています。デジタル化は、これまで当たり前とされ
てきた押印や対面販売等の社会の仕組みや慣習の見直しを急速に進めるものであり、こうした変化
への対応力と変化を継続する力が、今まさに企業や人々に求められているのだと思います。
こうした新型コロナウィルスの拡大をきっかけとして、変革を余儀なくされる社会生活をどう過

ごしていくべきか、私が今年の年初に思い出した言葉は、「おもしろきこともなき世をおもしろく、
すみなすものは心なりけり」という高杉晋作の辞世の句です。面白くない世の中でも、面白くでき
るかどうかは自分次第であるということ、何事も自分が何とかするんだという気持ちで取り組めば、
変化の兆しをタイムリーに把握し、自らの行動によって周囲の雰囲気を変え、結果として幸せな生
活を実現することができると思っています。
コロナ禍で閉塞感のある今、「幸せに暮らし、幸せに働き、幸せに老いる」ために、また常に前

向きな気持ちでいるためにも、私はまず「笑顔」を忘れないこと、これを意識して日々を過ごすこ
とにしています。

変化の時代だからこそ
「笑顔」を忘れずに！
日本電気株式会社 政策渉外部長
（企業活力委員会 委員長）

渡邊　喜一郎 氏
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　企業活力研究所では、2014年度以降、人材に関する研究会を設置し、企業の人事担当者、有識者にお集ま
りいただき、また経済産業省の方々にもオブザーバー参加をいただき、毎年、人材に関わる様々なテーマで調査
研究を行っています。
　2020年度は、守島基博氏（学習院大学 経済学部 経営学科 教授）を座長にお迎えし、「経営戦を支える新
たな人事の役割」をテーマとし、複数年度プロジェクトの初年度との位置づけで、論点整理を進めております。
　2020 年 9月4日（金）に第 1回研究会を開催し、2021 年 3月までの合計 7回の研究会の中で、有識者
のご講演、企業委員、有識者委員からのご発表を実施し、人事部門が抱える中心的な問題点・課題を整理して
まいりたいと思います。

委員名簿
座長 

守島　基博  学習院大学 経済学部 経営学科 教授
 
委員 

石原　直子 （株）リクルート リクルートワークス研究所 人事研究センター長
菊岡　大輔  大和ハウス工業（株） 東京本社 人事部長
佐竹　秀彦  富士通（株） 総務・人事本部 人材開発部長
杉山　　敦  SCSK（株） 人材開発グループ長
杉山　篤正  日産自動車（株） 人事本部 HRプロセスマネジメント／人財開発部 主担
須藤　由紀  キヤノン（株） 人材組織開発センター 人材開発部 部長
大黒　誉典  パナソニック（株） 人材開発カンパニー 社長

谷　　　亘 （株）LIXIL Human Resources部門 総務部 部長
中澤　二朗 （大）高知大学 特任教授／中央大学 経済学部 講師
中島　竜介  アステラス製薬（株） 人事開発部 部長
山内　一生 （株）日立製作所 人財統括本部 人事勤労本部 エンプロイーリレーション部 部長
山内　幸治  日本製鉄（株） 人事労政部 部長
  
オブザーバー 

能村　幸輝  経済産業省 経済産業政策局 産業人材政策室 室長
 
事務局 

（一財）企業活力研究所  
 

（企業・団体名・役職名は当時、氏名五十音順　敬称略）

人材
人材研究会

2020年度（令和2年度）
経営戦略を支える新たな人事の
役割に関する調査研究

写真左から守島座長、能村室長 人材研究会の様子



人 材
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Ⅰ．調査研究の趣旨

Ⅱ．調査研究の手法

（１）今日の企業においては、技術革新が激しい事業変化を産むという環境の中で、グローバル競争に
も対峙し、更なる成長発展をするために、次の課題に対応していくことが必要と考えられます。
① 経営戦略として、最新の技術（AI、ICT、新素材など）を活用した、事業の再構築を行うこと。
② そして、その経営戦略を具体化するプロジェクトを開発する体制を構築すること。
③ また、各種プロジェクトを効率的に推進するための組織として、特にICT技術を活用した適切
な事業の遂行方法を導入すること。

これらの課題の中で、人事部の活動としては、特に②と③への対応が重要と考えられます。

（２）他方、人事部が置かれている現状においては、以下のような問題点がある可能性があります。
① 採用・昇進昇格・人事異動等の従来の延長上の業務や、雇用延長への対応業務が中心となり、
戦略的な対応に関する十分な検討が進められていないのではないか。

② 事業ラインとの調整が円滑に行われず、望ましい人事戦略の実現が妨げられているのではない
か。

③ 制度や雇用慣行の縛りで、改革に踏み出しにくい環境があるのではないか。

（３）以上を踏まえて、人事部の果たすべき役割について、今後のあるべき姿に関する検討を行います。

上記の視点に立ち、本研究会は、人事部の新たな役割に関し、複数年の研究を行い、報告書を取りま
とめることとします。
初年度においては、下記の調査分析を行ったうえで、人事部門が抱える中心的な問題点・課題につい

て論点整理を行うこととし、更に次年度以降において、調査対象を絞り込み、更なる調査を実施するこ
ととします。

（１）調査分析方法
① 座長による「経営戦略に連動した人事戦略の方向性」についての基調プレゼンテーション
② 企業委員による人事部が抱えている課題、問題意識に関するプレゼンテーション
③ 先進的な取り組みを行っている企業幹部によるプレゼンテーション

（２）検討すべきテーマ
人事部門が経営から求められている課題、従業員から求められている課題に対し、どの様な取

り組みを行っているのか、また取り組もうとしているのかについて検討します。
また、コロナ問題等（短期的課題）の対応としての取り組みと、中長期の改革に向けた取り組

みの双方についても検討を行います。
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Ⅲ．開催状況（予定を含む）

第1回　2020年9月4日（金）　16:00～18:00
①  研究会の趣旨説明
②  委員自己紹介・意見開陳・討議
③  座長による講演と質疑・討議
  学習院大学 経済学部 経営学科 教授　 守島基博座長
 「コロナ後のビジネスを支える人材マネジメント」
第2回　2020年10月16日（金）　10:00～12:00
①  研究会参加企業委員による発表と質疑・討議
 ・富士通（株） 総務・人事本部 人材開発部長　 佐竹秀彦委員
 ・キヤノン（株） 人材組織開発センター 人材開発部 部長　 須藤由紀委員
 ・パナソニック（株） 人材開発カンパニー 社長　 大黒誉典委員
 ・（株）LIXIL  Human Resources部門 総務部 部長　 谷亘委員
 ・アステラス製薬（株） 人事開発部 部長　 中島竜介委員
第3回　2020年10月30日（金）　16:00～18:00
①  研究会参加企業委員による発表と質疑・討議
 ・大和ハウス工業（株） 東京本社 人事部長　 菊岡大輔委員
 ・SCSK（株） 人材開発グループ長　 杉山敦委員　　　
 ・日産自動車（株） 人事本部 HRプロセスマネジメント/人財開発部 主担 杉山篤正委員
 ・（株）日立製作所 人財統括本部 人事勤労本部 エンプロイーリレーション部 部長 山内一生委員  
 ・日本製鉄（株） 人事労政部 部長　 山内幸治委員
第4回　2020年11月27日（金）　10:00～12:00
①  研究会参加有識者委員による発表と質疑・討議
 ・（株）リクルート リクルートワークス研究所 人事研究センター長　 石原直子委員
 ・（大）高知大学 特任教授／中央大学 経済学部 講師　 中澤二朗委員
第5回　2020年12月16日（水）　10:00～12:00
①  研究会ゲスト講演者による発表と質疑・討議
 （株）カゴメ 常務執行役員CHO（最高人事責任者）　 有沢正人氏
 「毎年進化するカゴメの“生き方改革”とこれからの人事制度の在り方」
第6回　2021年2月18日（木）　16:00～18:00　
①  研究会ゲスト講演者による発表と質疑・討議
②  論点整理の取りまとめ案に関する議論
第7回　2021年3月11日（木）　16:00～18:00　予定
①  論点整理の取りまとめ

【人材研究会　担当研究員より】

加速度的に変化する経済社会環境の中で、企業が経営戦略を実行するためには、人事部の役割
が大変重要であるということが再認識されています。そこで、今年度の研究会では、企業の人事
部幹部の皆様にお集まりいただき、経営側に求められている課題、従業員に求められている課題
は何であるか、そして今何を一番問題意識として捉えているのかについて、検討を行っておりま
す。研究会では、委員の皆様から、With/Afterコロナを見据え、従業員の安全と健康に留意し
ながら、より能力発揮し活躍しやすくするための様々な取り組みのお話を交えながら、多岐にわ
たった中・長期的改革の課題について、熱い話をいただきました。これらを踏まえ、委員の皆様
とともに論点整理をしてまいりたいと思います。引き続き、ご指導ご鞭撻の程、よろしくお願い
いたします。 （主任研究員　石川　眞紀）
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企業活力研究所では2004年度より、企業メンバー等にお集まりいただき、またオブザーバーとして経済産業
省にもご参加いただいて、「CSR研究会」を設置し、CSRの諸課題について調査研究を行ってきております。
本年度のCSR研究会（座長：加賀谷哲之 一橋大学 大学院経営管理研究科 教授）では、「CSR諸課題に
関する新型コロナウイルス感染症発生後の影響と対応」を検討することといたしました。
本調査研究は、2020年 10月19日（月）に第 1回を開催し、合計 7回研究会（2021年 3月まで）を実
施し議論を行ってまいります。

加賀谷座長 CSR研究会の様子

CSR
CSR研究会

2020年度（令和2年度）
CSR諸課題に関する新型コロナウイルス
感染症発生後の影響と対応に関する調査研究

委員名簿
座長

加賀谷哲之  一橋大学 大学院経営管理研究科 教授

委員

青山　信秀  富士通（株） サステナビリティ推進本部 シニアディレクター
有川　倫子  パナソニック（株） CSR・社会文化部 CSR・企画推進課 主幹
稲継　明宏 （株）ブリヂストン Global CEO室 グローバルサステナビリティ推進部長
斉藤　秀明  トヨタ自動車（株） サステナビリティ推進室 主査
シッピー光  ソニー（株） サステナビリティ推進部 CSRグループ ゼネラルマネジャー
関崎　陽子 （株）丸井グループ サステナビリティ 兼 ESG推進部長、
  Q-SUI事業準備室 部長、ビーガン事業準備室 部長
田辺　敬章  損害保険ジャパン（株） CSR室 課長
中尾　洋三  味の素（株） サステナビリティ推進部 社会グループ
長谷川知子 （一社）日本経済団体連合会 常務理事・SDGｓ本部長

畑中　晴雄  花王（株） ESG部門 ESG戦略部 部長
増田　明子  不二製油グループ本社（株） ESG経営グループ CSRチーム 
  アシスタントマネージャー　
松井　滋樹  東レ（株） CSR推進室長
宮田千夏子  ANAホールディングス（株） 執行役員 サステナビリティ推進部長
 
オブザーバー

田代　　毅  経済産業省 経済産業政策局 企画官
野上　美貴  経済産業省 経済産業政策局 企業会計室 係長
冨田　秀実  ロイドレジスター ジャパン（株） 代表取締役

事務局

（一財）企業活力研究所　
ロイドレジスター ジャパン（株）

（委員氏名五十音順、敬称略）
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Ⅰ．調査研究の趣旨

Ⅱ．調査研究の手法

2020年始め以降、新型コロナウイルス感染症が世界中に拡散してパンデミック状況となっており、
未だ、世界の多くの地域において、十分な収束を示す状況には至っていません。また、日本においても、
現在、数多くの新規感染事例が見られているところです。
この新型コロナウイルス感染症が蔓延している状況が、CSRの観点につき、「企業にどのような影響

を与えているか」、また「企業の方針にどのような変化をもたらしたか」等について、調査分析を行い、
発信していくことは、意義のあることだと考えています。また、この感染症が存在する前提での活動が
不可避となり、いわゆる「ウィズコロナ」、「アフターコロナ」の状態の中で、新型コロナウイルス感
染症発生前とは異なった経済活動、生活様式が求められてくると考えられます。
この変化の中で、改めて「持続可能な世の中」を維持・継続していくことの難しさが認識されるとと

もに、サステナビリティやSDGsの重要性が再認識される状況となってくると考えられます。

（例）CSR諸課題における新型コロナウイルス感染症の発生後の影響

（１）調査実施方針
CSR諸課題に関する新型コロナウイルス感染症発生後の影響と対応について、主要企業に対

するヒアリング調査を行うとともに、個別分野に係る専門家の見解の聴取を行い、その上で委員
間での議論を行い、報告書を取りまとめることとします。

（２）調査方法
① 企業委員による各企業の問題意識についての報告
② 主要企業への個別ヒアリング　
③ 専門家への個別ヒアリング
④ 専門家による研究会報告・ディスカッション
⑤ 文献調査（本テーマにおける国内外の最新動向、海外企業先進事例等）

中核主題 分野 新型コロナウイルス感染症の発生による主な影響

労働

働き方 在宅勤務等の普及

雇用・採用 派遣切り・新規採用停止

労働安全衛生 職場での感染リスクの拡大

人権
サプライチェーン 取引内容の再検討の必要性の拡大

プライバシー 侵害のリスクの発生

環境
気候変動 交通量の低下に伴う排出量の一時的な低下

資源循環 包装材等の増加

地域 地方創生 一極集中の課題認識の増加

消費者課題 消費者の安全 営業形態の変化

その他
社会課題に資する事業 新規の事業機会の可能性の拡大

情報開示 情報開示の遅れ、コロナ特別サイトの拡充など
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Ⅲ．開催状況（予定を含む）

第1回　2020年10月19日（月）　15:00～17:00

①  研究会の趣旨説明
②  企業委員による各企業の問題意識についての報告・討議

第2回　2020年11月16日（月）　15:00～17:00

①  有識者・専門家等とのディスカッション
 ・（一社）環境金融研究機構（RIEF）代表理事　 藤井良広氏
 ・（株）日本総合研究所 理事　 足達英一郎氏
 ・EY新日本有限責任監査法人 Japan CCaSSリーダー 気候変動・
   サステナビリティサービス（CCaSS） プリンシパル　 牛島慶一氏
 ・（一財）日本民間公益活動連携機構 事務局次長　 鈴木均氏
  ・NPO法人日本サステナブル投資フォーラム 会長 荒井勝氏
②  経済産業省報告
 ・経済産業省 通商政策局 欧州課 課長補佐　 浅野義人氏
  「人権デュー・ディリジェンスを巡るEUの動向」

第3回　2020年11月30日（月）　15:00～17:00

①  専門家による講演
 ・東京大学大学院 情報学環・学際情報学府 准教授　 福地真美氏
  「資源循環についての近年の状況」　　
 ・真和総合法律事務所 パートナー 弁護士　 高橋大祐氏
  「CSR 諸課題に関する新型コロナ発生後の影響と対応」

第4回　2021年1月25日（月）　15:00～17:00

①  調査報告・CSR研究会（令和2年度）調査研究報告書構成案（事務局）

第5回　2021年3月1日（月）　15:00～17:00　予定

①  CSR研究会（令和2年度）調査研究報告書案（事務局）

第6回　2020年3月29日（月）　15:00～17:00　予定

①  CSR研究会（令和2年度）調査研究報告書最終案（事務局）
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【CSR研究会　担当研究員より】

新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）の発生から、既に1年以上が過ぎております。
米国や欧州等では未だにCOVID-19の猛威が収まらず、また日本でも大都市を中心として全国的
に収束がついていない状況が続いております。本研究会のテーマを検討していた2020年春頃に
おいては、ここまでCOVID-19の感染拡大・長期化は想定しておらず、パンデミックの怖さを改
めて認識しているところです。このような未曽有の危機の中、各企業でどのような影響があり、
対応をしてきたのか、また今後展開していくのかについて少しでも多くの企業やCSRご担当者
にお伝えしていくことは大変意義のあることと捉え、調査を進めているところです。研究会企業
をはじめとしまして多くの企業よりインタビューを通してコロナ禍における経営・事業・BCP
のあり方、CSR諸課題に関する影響・対応、そして今後「ウィズコロナ」、「アフターコロ
ナ」時代にどのように向き合っていくのか等貴重なお話をお伺いすることが出来ました。CSR
そもそものあり方を再考するきっかけになっている企業も多いようです。詳細につきましては、
次号の会報誌にてご紹介させていただきます。今後ともどうぞ宜しく御願い申し上げます。　

（主任研究員　小西　広晃）
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ものづくり競争力研究会では、過去数年にわたって、IoTやAIをはじめとするデジタル技術の活用が、これか
らの製造業の競争力強化の重要な方向性であると発信し続けてきました。この方向性についてはすでに多くの製
造業の皆様の共通認識となりつつあると考えています。
このデジタル技術については、昨年来の新型コロナウイルス感染症の蔓延の中で、テレワークの利用とともに、
一層の活用が進んでいると考えられます。こうした今までにない新しいビジネス環境に対応していくためには、デ
ジタル技術を活用できる企業へと自身を変革していくこと、すなわち「DX（デジタル・トランスフォーメーション）」
がますます必要になってきたと考えています。
そこで、2020年度のものづくり競争力研究会（座長：小川 紘一 東京大学 未来ビジョン研究センター 客員
研究員）では、座長をはじめ9名の有識者の方々に委員としてご参加いただき、「DX」をキーコンセプトに据えて、
製造業がDXを通じて企業成長を成し遂げるためには何が必要なのかについて調査研究を実施することといたし
ました。研究会はすでに全8回中6回を終え、先進的なDXの取り組みをされている企業からのご講演や委員と
の意見交換を通じて検討を深めているところです。

ものづくり
ものづくり競争力研究会

2020年度（令和2年度）
デジタル技術を活用した製造業の

新たな企業成長のあり方に関する調査研究
―製造業のデジタル化を通じた企業変革（DX）の分析―

小川座長 研究会の様子

委員名簿
座長

小川　紘一  東京大学 未来ビジョン研究センター 客員研究員 
  
委員 

池田　拓史  AWSジャパン（株） プロフェッショナルサービス本部 
  データアナリティクスコンサルタント 
市川　芳明  多摩大学 ルール形成戦略研究所 客員教授 
尾木　蔵人  三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株） コンサルティング事業本部
  国際業務支援ビジネスユニット 国際アドバイザリー事業部 副部長
白坂　成功  慶應義塾大学大学院 システムデザイン・マネジメント研究科 教授
高梨千賀子  東洋大学 経営学部 経営学科 教授 
立本　博文  筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 教授 

西岡　靖之  法政大学 デザイン工学部 システムデザイン学科 教授 
三神万里子  ジャーナリスト 
  
オブザーバー

矢野　剛史  経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 室長
渡邉　　学  経済産業省 ものづくり政策審議室 課長補佐
中村　彬良  経済産業省 ものづくり政策審議室 係長
簗瀬　創一  経済産業省 ものづくり政策審議室 調査員

事務局  

（一財）企業活力研究所  
三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）  

（企業名・団体名・役職名は当時、氏名50音順、敬称略）
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Ⅰ．調査研究の趣旨

Ⅱ．調査研究の分析手法

近年、世界規模で経済・社会環境が更に激しく変動しており、将来への見通しが不透明な時代になっ
てきています。我が国製造業を取り巻くビジネス環境も同様であり、今までの製造業を支えてきたやり
方が全く通用しなくなる恐れが出てきています。特に、

①「モノ」の製造・販売だけでは十分に収益が上げられなくなっているという競争力の源泉の変化
②  新型コロナウイルス感染症の世界的な流行がもたらす事業継続の危機

という2点は、我が国製造業が抱える課題として「待ったなし」の対応が求められています。
今年度のものづくり競争力研究会では、上記2つの課題に対応するには「デジタル技術の活用」がカ
ギを握っているとの認識のもと、「デジタル化を通じた企業変革＝DX」をキーコンセプトに調査研究
を実施することとしています。
なお、その際、

⑴デジタル技術を活用して企業成長を成し遂げている製造業の事例を「抽出」し、
⑵それらの事例が現在の企業成長に至るまでに取り組んだ様々な「試行錯誤の過程やストーリー」
を明らかにし、

⑶そのうえで、製造業がデジタル技術を活用して企業成長を成し遂げる際に共通してポイントとな
る「考え方やパターン」を見出す

という手順で、我が国製造業がDXに向けて取り組むべきポイントを整理し、「モノ」の製造・販売だ
けはない新たな「収益力」の確立・強化のあり方や、事業継続の危機にも柔軟に対応できる「変化対応
力」の強化のあり方を提示することを、調査研究の目的として設定しました。　

DXの必要性や緊急性については、既存の様々な調査研究でも数多く取り上げられていることもあり、
すでに多くの製造業に関わる人々の間で共有されつつあります。しかし、具体的にどのような取り組み
が重要なのかについては必ずしも明らかではなく、そのためにDXが十分に進められていないと考えら
れます。
そこで、今年度の調査研究では、先進的なDXの取り組みを進めてきた企業の「試行錯誤の過程やス

トーリー」を抽出することに特に力を入れることとします（図表1）。

　図表1　調査研究の分析手法のイメージ
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Ⅲ．開催状況（予定を含む）

第1回　2020年9月10日（木）　15:00～17:00

①  今年度調査研究の概要・方針の説明

第2回　2020年10月8日（木）　10:00～12:00

①  「金型作りを紐づけるITの使い方―見える化するIoTから繋ぐIoTへ―」
  株式会社ツバメックス 開発係係長　 荒井善之様
②  「DXへの取り組み」
  武州工業株式会社 代表取締役会長 林英夫様

第3回　2020年11月9日（月）　15:00～17:00

①  「デジタル技術を用いたビジネスの差別化」
  京西テクノス株式会社 代表取締役社長 臼井努様
②  「Made in JAPAN　小さな組織が世界を制する―乱気流の時代に必要なデジタルダイナミズム―」
  株式会社クロスエフェクト 代表取締役 竹田正俊様

第4回　2020年11月26日（木）　15:00～17:00

①  「チームで推進した小規模メーカーのデジタル化―プロセス参照モデルとITカイゼン―」
  株式会社今野製作所 代表取締役 今野浩好様
②  「デジタル技術を活用した製造業の新たな企業成長のあり方、
  その鍵となるファクトリーサイエンティストについて」
  由紀ホールディングス株式会社 代表取締役社長 大坪正人様

第5回　2020年12月10日（木）　10:00～12:00

①  「ITを駆使した付加価値技術の革新」
  株式会社木村鋳造所 代表取締役 木村寿利様
②  「CollectionからConnectedへ　『現場力』を核としたDXへの挑戦」
  株式会社サトー
  グローバル営業本部 マニュファクチャリング市場戦略部 部長 松川和由様

第6回　2021年1月14日（木）　15:00～17:00

①  「弊社事業紹介と取り巻く環境変化について」
  株式会社ファクトリーエージェント 代表取締役社長 上出武史様
②  報告書骨子案の提示および審議

第7回　2021年2月8日（月）　10:00～12:00

①  「デンソーウェーブのDXとIoT（仮）」
  株式会社デンソーウェーブ 執行役員 犬飼利宏様
②  報告書案の提示および審議

第8回　2021年3月4日（木）　15:00～17:00　予定

①  報告書案の提示および審議

（企業・団体名、役職名はご講演当時）
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【ものづくり競争力研究会　担当研究員より】

2020年度の調査研究では「DX（デジタル・トランスフォーメーション）」をキーコンセプト
に置いて調査研究を進めています。DXと聞くと、かつて唱えられたIT化やデジタル化と変わら
ない意味で、今の時代にたまたま流行している「バズワード」に過ぎないと考える方もいるかも
しれません。しかし、DXは、かつてのIT化やデジタル化とは一線を画す概念だと考えています。
それを端的に表しているのが、経済産業省の「DX推進ガイドライン」等で使われているDXの
定義です。それによると、DXとは「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジ
タル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する
とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位を確立す
ること」と定義されています。つまり、DXとは企業のあり方を様々な観点で「変革」すること
を意図した概念のようです。海外の研究*でも、DXは、それまでの「デジタイゼーション（アナ
ログな情報をデジタルなフォーマットに変換するという技術面を強調した概念）」や「デジタ
ライゼーション（情報通信技術の発展した現在の組織や社会の状態を表す概念）」とは異なり、
「情報通信技術のイノベーションによって可能になった変革のプロセス（change process）」
を説明する概念として使われることが多いと分析されています。
今年度のものづくり競争力研究会では、企業の「変革」を意味する概念であるDXの実現に向

けて、その担い手である製造業をはじめとする企業の皆様に有益な情報提供ができるよう引き続
き取り組んでまいります。

*Alina Bockshecker, Sarah Hackstein, Ulrike Baumol（2018）“Systematization: digital 
transformation and phenomena from a social-technical perspective -A literature review”

（主任研究員　福本　泰起）
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企業法制
企業法制委員会

ご出席者名簿
委員長 

大野　顕司  住友化学（株） 常務執行役員

経済産業省  

安藤　元太  経済産業政策局 産業組織課 課長
桝口　　豊  経済産業政策局 産業組織課 競争環境整備室長
秋山　仁志  経済産業政策局 産業組織課 産業組織課 係長
白岩　直樹  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
 
委員   

山下　淳二 （株）神戸製鋼所 法務部長
佐々木　徹  ENEOSホールディングス（株） 法務部長
野間　豊史  SOMPOホールディングス（株） 法務部長
細野　秀一  中部電力（株） 執行役員 経営管理本部 部長
佐成　　実  東京ガス（株） 参与

山本　芳郎  東レ（株） 執行役員 法務・コンプライアンス部門長
東　智太郎  日産自動車（株） 法務室 日本事業グループ 担当部長
原田　　剛  日本製鉄（株） 執行役員 法務部長
小畑　良晴 （一社）日本経済団体連合会 経済基盤本部 本部長
佐々木英靖  パナソニック（株） 法務コンプライアンス本部 法務部 部長
野島　嘉之  三菱商事（株） 執行役員 法務部長

委員代理

国井　厚志  アステラス製薬（株） 法務部 部長
佐々木広行  四国電力（株） 総務部 株式・文書グループ グループリーダー
吉田　暁博  東北電力（株） 総務部 法務室（法務） 課長
丹羽　正典  富士通（株） 理事 関連事業本部長
鈴木　雄大  三井化学（株） 総務・法務部 総務グループリーダー
  兼 法務グループ 商事法務チームリーダー
  
  （役職名は当時、企業・団体名五十音順　敬称略）

令和2年 9月16日（水）の企業法制委員会では、経済産業省 経済産業政策局 産業組織課の安藤元太課長
より「事業再編実務指針」及び「社外取締役の在り方に関する実務指針」についてのご説明がありました。
大野顕司委員長（住友化学株式会社 常務執行役員）の司会により進められ、ご説明後、参加者を交えて活発
な意見交換が行われました。（参加者はオンラインでの参加）

大野委員長 写真右より、安藤課長、桝口室長

「事業再編実務指針」及び
「社外取締役の在り方に関する実務指針」について
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Ⅰ．事業再編実務指針について
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Ⅱ．社外取締役の在り方に関する実務指針について
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企業法制
企業法制委員会

ご出席者名簿
委員長 

大野　顕司  住友化学（株） 常務執行役員

経済産業省  

安藤　元太  経済産業政策局 産業組織課 課長
桝口　　豊  経済産業政策局 産業組織課 競争環境整備室長
白岩　直樹  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
石塚　誠人  経済産業政策局 産業組織課 産業組織課 係長
 
委員   

山下　淳二 （株）神戸製鋼所 法務部長
佐々木　徹  ENEOSホールディングス（株） 法務部長
佐成　　実  東京ガス（株） 参与
山本　芳郎  東レ（株） 執行役員 法務・コンプライアンス部門長
東　智太郎  日産自動車（株） 法務室 日本事業グループ 担当部長
原田　　剛  日本製鉄（株） 執行役員 法務部長
小畑　良晴 （一社）日本経済団体連合会 経済基盤本部 本部長

佐々木英靖  パナソニック（株） 法務コンプライアンス本部 法務部 部長
野島　嘉之  三菱商事（株） 執行役員 法務部長

委員代理

国井　厚志  アステラス製薬（株） 法務部 部長
林　　剛史  四国電力（株） 総務部 リーダー
野口　　晃  キヤノン（株） 法務統括センター 内部統制管理部 主席　
万徳　一臣  SOMPOホールディングス（株） 法務部 特命課長
伊藤　　慎  中部電力（株） 経営管理本部 法務グループ長
木村　達彦  東北電力（株） 総務部法務室（株式） 副長
小川　　徹  トヨタ自動車（株） 法務部 主査
山田　高裕 （株）日立製作所 法務本部 部長代理
桐野　哲平  富士通（株） 法務・知財・内部統制推進本部 コーポレートガバナンス
  法務部 シニアマネージャー
鈴木　雄大  三井化学（株） 総務・法務部 総務グループリーダー
土井　浩嗣  三菱重工業（株） 総務法務部 主席チーム統括
  

（役職名は当時、企業・団体名五十音順　敬称略）

令和 2年 11月17日（火）の企業法制委員会では、一般社団法人 日本経済団体連合会 経済基盤本部 本
部長の小畑良晴委員より「株主総会におけるオンラインの更なる活用についての提言内容」についてのご説明が
ありました。
大野顕司委員長（住友化学株式会社 常務執行役員）の司会により進められ、ご説明後、参加者を交えて活発
な意見交換が行われました。（参加者はオンラインでの参加）

大野委員長 小畑委員

「株主総会におけるオンラインの
更なる活用についての提言内容」について
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株主総会におけるオンラインの更なる活用についての提言内容
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2020年 10月26日（月）に、第47回 税制委員会が、合間篤史委員長（日本製鉄株式会社 財務部 上席主幹）
の司会進行により開催されました（弊所会議室とオンライン（Webex）を併用しての開催）。
委員会では、経済産業省 経済産業政策局 企業行動課 課長 大貫繁樹氏から、「令和 3年度税制改正に関す
る経済産業省要望」についてご説明があり、その後、参加者による活発な意見交換が行われました。本項では、
大貫課長のご説明の要旨を掲載いたします。

ご出席者名簿
委員長

合間　篤史  日本製鉄（株） 財務部 上席主幹
   
経済産業省  

大貫　繁樹  経済産業省 経済産業政策局 企業行動課 課長
瀧川　拓也  経済産業省 経済産業政策局 企業行動課 係長
  
委員  

菖蒲　静夫  キヤノン（株） 理事 経理本部 税務担当 上席
竹中　英道  ソニー（株） グローバル経理センター コーポレート税務企画部 統括部長
石﨑　正樹  トヨタ自動車（株） 渉外部 国内渉外室 グループ長
小畑　良晴 （一社）日本経済団体連合会 経済基盤本部 本部長

清矢　祐司 （一社）日本貿易会 政策業務第一グループ長
濱田　将史 （株）日立製作所 財務マネジメント本部 税務統括部 部長
加藤　建治 （公社）リース事業協会 企画部長
   
委員代理  

松尾　耕造  住友化学（株） 経理部 PJ支援・税務チームリーダー
佐藤　政広  石油連盟 企画部 副部長 兼 財務グループ長
今井　英人  太平洋セメント（株） 経理部 経理グループ サブリーダー
山川　美雄  東京ガス（株） 経理部 課長
竹本　陽一  パナソニック（株） 経理・財務部 財務統括室 室長
  

（企業・団体名・役職名は当時、企業・団体名五十音順　敬称略）

大貫課長 委員会の様子

企業税制
税制委員会

令和3年度税制改正要望に関する経済産業省要望
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出所：大貫課長ご説明資料

令和3年度税制改正に関する経済産業省要望

　大貫課長からは、令和3年度税制改正に関する経済産業省要望（当時）について、次の3つの項目か
らご説明いただきました（詳細は図表1）。

1.「新たな日常」に向けた不可逆なビジネスモデル変革を実現する投資促進
2. 新型コロナ禍から立ち上がる中小企業の成長支援・地域経済の活性化
3. 更に加速する社会のデジタル化・グローバル化に対応した事業環境の整備

※なお、委員会開催後の2020年12月21日に令和3年度税制改正大綱が閣議決定されました。経済産業省関係の税制
改正に関する最新の資料につきましては、下記URLをご参照ください。

 （https://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy2021/zeisei_k/index.html）

図表1　令和3年度税制改正に関する経済産業省要望のポイント

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
�

�

�

�



27No.112 企業活力 2020 冬季号

企業活力
企業活力委員会・企業活力政策研究会

　企業活力委員会（企業活力政策研究会合同開催）は、令和2年 12月2日（水）に「通商政策を巡る最近の動向」
をテーマとして、経済産業省 通商政策局 企画調査室長 松本加代氏をお迎えし開催致しました。
　委員会は、渡邊喜一郎委員長（日本電気株式会社 政策渉外部長）の司会により進められ、経済産業省からご
説明があった後、参加者を交えて意見交換が行われました。（参加者はオンラインでの参加）

ご出席者名簿
委員長    

渡邊喜一郎  日本電気（株） 政策渉外部長
   
経済産業省      

松本　加代  経済産業省 通商政策局 企画調査室長　
　   
ご出席者   

阪本　俊司 （株）IHI 総務部 渉外グループ 主幹
熊谷　裕輔  アステラス製薬（株） 渉外部 部長
塩田　　実  JFEスチール（株） 総務部 総務室 室長
遠田　雅章 （一社）セメント協会 調査・企画部門リーダー
坂口　　淳  ソニー（株） 渉外部 シニアマネジャー
山岡　剛司  東京電力ホールディングス（株） 経営企画ユニット 企画室 次長 
  兼 グループ事業管理室

秋葉　多聞  東レ（株） 経営企画室 担当課長
高橋美由紀  日産自動車（株） 渉外部 本部長
長崎　玉美  日産自動車（株） 渉外部 担当部長
天野　千里  日本電気（株） 政策渉外部 グローバル渉外室 エキスパート
島田玄一郎  パナソニック（株） 渉外本部 渉外部 部長
成瀬　太郎 （株）日立製作所 グローバル渉外統括本部 産業政策本部 
  国際渉外部 担当部長
曽田　康敬 （株）日立製作所 グローバル渉外統括本部 産業政策本部 
  国際渉外部 部長代理
日開　朝美 （株）日立製作所 グローバル渉外統括本部 産業政策本部 
  国際渉外部 担当
岩井　　孝  三菱重工業（株） グループ戦略推進室 戦略企画部 次長
  
  （役職名は当時、企業・団体名五十音順、敬称略）

渡邊委員長 松本室長

通商政策を巡る最近の動向について
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Ⅰ．各国の政策を形作るマクロ経済情勢
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Ⅱ．通商政策を巡る最近の動向
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Ⅲ．サプライチェーン強靭化に向けた取組
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Ⅳ．カーボンニュートラルに向けた取組

�

�

�

�
�
�
�
�

�



企 業 活 力

33No.112 企業活力 2020 冬季号

�

�



企 業 活 力 通商政策を巡る最近の動向について

34 No.112 企業活力 2020 冬季号

�

�

�

�

�

�

�
�
�
�

�

�

�

�

Ⅴ．デジタル化社会に向けた取組
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�

1st

!

（資料）KPMGコンサルティング「経済産業省委託調査令和元年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業
（貿易手続データの金融・保険分野等への利活用に関する調査）」
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　令和2年9月15日（火）に開催されました業種別動向分析委員会では、経済産業省 経済産業政策局 調査課 
課長 小山和久氏をお迎えし、「内外経済動向」についてご説明をいただきました。ご説明の後、委員から各業界の
現況、動向等について活発な意見交換が行われました。（「実開催」と「WEB会議（Webex）」の併用にて開催）

ご出席者名簿
経済産業省  

小山　和久  経済産業省 経済産業政策局 調査課 課長
占部寿美子   経済産業省 経済産業政策局 調査課 課長補佐
山口　尚志  経済産業省 経済産業政策局 調査課 産業班 係員
  
委員  

長房　　勇 （一社）日本化学工業協会 産業部 兼 技術部 部長
※髙瀬智子 （一社）電子情報技術産業協会 経営企画本部 政策渉外部 調査・統計室長

委員代理  

遠田　雅章 （一社）セメント協会 調査・企画部門 リーダー
持田　弘喜 （一社）日本自動車工業会 参事・調査・統計担当
  
  

※印　Webex参加
  （企業・団体名・役職名は当時、氏名五十音順　敬称略）

業種動向
業種別動向分析委員会

内外経済動向

小山課長 業種別動向分析委員会の様子

内外経済動向（講演資料抜粋）
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　令和2年12月15日（火）に開催されました業種別動向分析委員会では、経済産業省 経済産業政策局 調査
課 課長 小山和久氏をお迎えし、「内外経済動向」についてご説明をいただきました。ご説明の後、委員から各業界
の現況、動向等について活発な意見交換が行われました。（「実開催」と「WEB会議（Webex）」の併用にて開催）

ご出席者名簿
経済産業省  

小山　和久  経済産業省 経済産業政策局 調査課 課長
占部寿美子   経済産業省 経済産業政策局 調査課 課長補佐
  
委員  

長房　　勇 （一社）日本化学工業協会 産業部 兼 技術部 部長
髙瀬　智子 （一社）電子情報技術産業協会 経営企画本部 政策渉外部 調査・統計室長
※加藤建治 （公社）リース事業協会 事務局長

委員代理  

※佐藤政広  石油連盟 企画部副部長 兼 財務グループ長
※遠田雅章 （一社）セメント協会 調査・企画部門 リーダー
※持田弘喜 （一社）日本自動車工業会 次世代モビリティ領域 担当部長
  

※印　Webex参加
  （企業・団体名・役職名は当時、氏名五十音順　敬称略）

業種動向
業種別動向分析委員会

内外経済動向

小山課長 業種別動向分析委員会の様子

内外経済動向（講演資料抜粋）
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業 種 動 向 内外経済動向
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循環経済の推進について

東京大学大学院　
情報学環・学際情報学府
准教授

福地　真美 氏

本稿では、近年関心が高まる循環経済を巡る動向を踏まえながら、経済産業省による循環経済ビジョン2020を概

観しつつ、循環経済の今後の方向性について整理してみたい。

■ これまでの取組
廃棄物対策・リサイクル制度の体系が現在のような形になったのは、廃棄物の最終処分場の逼迫や、不法投棄等の

問題が顕在化し、対応が急務となっていた1990年代から2000年代にかけてのことである。基本的な横断的な法制

度に加え、個別物品に対しての法制度として、容器包装リサイクル法、家電や自動車のリサイクル法等が相次いで制

定・改正された。また、業界の自主的な3R（リデュース、リユース、リサイクル）の努力も一層推進された。この

結果、例えば、当時大きな課題であった産業廃棄物の最終処分場の残余年数は3年から17年と大きく改善し、入口側

の循環利用率も向上するなど、一定の効果があったと考えられる。

■ グローバルな環境の変化
しかし、近年、循環経済を取り巻くグローバルな環境は大きく変化している。

第一に、世界的な人口増加・経済成長に伴う消費拡大、それに伴う将来的な資源制約のリスクの高まりである。将

来的な資源価格の高騰、クリティカルメタルの安定供給についての懸念があげられる。

第二に、新興国・途上国での廃棄物量の増加と不適切な処理、それに伴う廃棄物輸入規制の導入とグローバルな廃

棄物処理システムの機能不全である。新興国・途上国における消費の増加に伴い、廃棄物量が増加することとなるが、

それに見合う十分な廃棄物処理システムが構築されているとはいい難い。なお、新興国・途上国の廃棄物は、途上国

で消費されたもののみならず、再生利用のための先進国からの輸入によっても産み出されることにも留意が必要であ

る。さらに、グローバルな廃棄物の処理システムにも変化が出てきている。例えば、廃プラスチックについて、日本

は、2017年には約140万トンを輸出していた。しかし、最大の輸入国であった中国が2017年末に廃プラスチック

寄稿
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輸入規制を導入、東南アジア諸国も様々な輸入規制を導入し、結果として、2018年の輸出量は急減して約100万ト

ンとなった。グローバルな廃棄物処理システムの大きな変化が、日本の廃棄物処理に影響を与える状況となっている。

第三に、地球規模の環境問題の深刻化と環境配慮要請の高まりである。気候変動が一因と考えられる異常気象の発

生や、海洋プラスチックごみ問題含め気候変動問題以外についても国際的に議論が進展していること、さらに米国の

パリ協定復帰の動きなどもあり、消費者や投資家含めて環境配慮要請が一層高まっている。

これらのグローバルな環境変化により、新たな循環経済の方向性を考える上で、後押しとなるのが、ESG投資の

拡大や、デジタル技術の発展である。ESGのEは、気候変動に焦点があてられることが多いが、最近では循環経済を

テーマとする上場投資信託などの導入の動きもあり、循環経済も要素として注目されつつある。また、デジタル技術

の進展により、モノを通じてサービスを提供するビジネスモデルの発展も著しく、循環経済推進のドライバーとなり

得る。

■ 国際的な動向
循環経済に関し、国際的にも様々な動きがある。国連での資源効率性の議論や、G7・G20における資源効率性

にかかる政策対話など、マルチの取組が進んでいる。なお、海洋プラスチックごみについて、日本でG20が開催さ

れた2019年には、追加的な汚染を2050年までにゼロにまで削減することを目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビ

ジョン」が共有された。

また、特に欧州連合（EU）において、循環経済についての政策を推し進める動きがある。2015年に、EUが発表

した「サーキュラーエコノミーパッケージ」には、廃棄物指令の改正による埋め立て量の制限、プラスチック戦略の

策定、エコデザイン指令の改定などが含まれている。さらに、2019年12月に発足した新政権も、3月にエコデザイ

ン指令の対象拡大などが含まれる「サーキュラーエコノミーアクションプラン」を発表した。当該指令は、これまで

はエネルギー効率性が基準だったところ、耐久性、修理可能性、再使用可能性などの項目も追加されているほか、対

象も非エネルギー製品やサービスも含まれることとされている。

■ 循環経済ビジョン2020と今後の方向性
こういった背景も踏まえ、経済産業省は「循環経済ビジョン2020」（以下、ビジョン2020とする。）を2020年

5月に発表した。ビジョン2020は線形経済から循環経済への転換を提唱している。参考1は、循環経済のイメージで

あり、黒線が基本的に一方通行にモノが流れる大量生産・大量消費・大量廃棄により発展する線形経済を表し、赤線

は、あらゆる段階で、資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、最大限の付加価値を生み出す循環経済の姿を表して

いる。ビジョン2020では、「環境と経済の好循環」につなげる新たなビジネスチャンスとして、資源投入量・消費

量を押さえつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化等を通じ付加価値の最大化を図る循環型の経済社会活動

を図り、経営戦略として、中長期的な成長を目指すようなビジネスモデルへの転換を図ることの重要性が強調されて

いる。さらに、事業活動のあらゆる段階において、業態に応じた循環型の取組を選択し、特に、製造や小売りなどの

動脈産業は、廃棄段階まで含めたライフサイクル全体を考慮した循環性の高い製品・ビジネスモデルをデザインして

いく必要があるとしている。
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【参考1】

また、ビジョン2020においては、対応の方向性として、ソフトローを活用したビジネスモデルの転換の後押しと、

こうした取組を支えるような投資家等関係主体の役割・機能が発揮される事業環境の整備の必要性を述べている。こ

の具体的な方策の一つとして、「サーキュラー・エコノミーに係るサステナブル・ファイナンス促進のための開示・

対話ガイダンス」が、2021年1月に経済産業省及び環境省から公表された（参考2～4）。

�

�

�

�

�

�

�

【参考2】
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【参考3】
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【参考4】

当該ガイダンスが、投資家・金融機関と企業との双方による対話・エンゲージの促進につながるガイダンスとし

て、有効に活用されるとともに、国内外に発信されることが望まれる。
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【参考】

経済産業省（2020年5月）循環経済ビジョン2020

（概要）https://www.meti.go.jp/press/2020/05/20200522004/20200522004-1.pdf　

（本文）https://www.meti.go.jp/press/2020/05/20200522004/20200522004-2.pdf

経済産業省・環境省（2021年1月）サーキュラー・エコノミーに係るサステナブル・ファイナンス促進のための開示・対話

ガイダンス

（概要）https://www.meti.go.jp/press/2020/01/20210119001/20210119001-1.pdf

（本文）https://www.meti.go.jp/press/2020/01/20210119001/20210119001-2.pdf

■ 終わりに
日本は、近江商人の三方よしの経営理念など、公益を意識しながら、信義則に基づくパートナーシップを重視した

ビジネスを展開してきており、いわば、循環経済を推進する大きなポテンシャルを持つといえよう。そのポテンシャ

ルが最大限発揮されるような新たな価値軸を生み出す機会として、循環経済が発展していくことを期待したい。
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昨年は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の蔓延に、世界中の多くの方々が激しく揺さ
振られた年だったと思います。企業も、個人も、団体も、それぞれの状況によって影響の程度は異
なると思いますが、大きな影響を受けられたと存じます。
企業活力研究所でも、COVID-19の流行の中で、いろいろな対応を迫られました。この中で、数
多くの関係の皆様にご迷惑をおかけしたことがあったと存じます。この場を借りてお詫びを申し上
げるとともに、特に目新しい内容ではありませんが、当研究所での対応を振り返ってみたいと思い
ます。
当研究所の対策の目標は、まず、職員の健康面での安全を確保することであり、また、委員会・
研究会事業等の事業の運営を継続することでした。
職員の健康面での対策としては、通勤時または職場での勤務時の感染を防止するため、出勤回数
を減らして在宅勤務を行うなど、体制の整備を進めました。具体的には、次の通りです。

●2020年2月中旬 フレックスタイム制の導入（時差通勤のため）
●同年3月下旬 週1日勤務体制の導入（定例日のみ出勤とし、他の日は在宅勤務）
●同年4月上旬 緊急事態宣言に合わせ、原則在宅勤務の体制に移行
●同年5月下旬 同宣言解除に伴い、輪番出勤（出勤日以外は在宅勤務）体制に移行
●2021年1月上旬 緊急事態宣言の再発令に合わせ、原則在宅勤務の体制に移行

次に、委員会・研究会事業等の運営に関しましては、まず、昨年2月には、予定されていた会議
を全て中止または延期させていただきました。その後、7月から、各会議については、所内でのテ
ストを経て、順次オンライン会議の方法により開催しております。当初は、コアメンバーの少人数
の方々には当所会議室にお越しいただき、他のメンバーにはオンラインで参加していただく方式で
進めました。その後、本年1月の緊急事態宣言の再発令の後には、全てのメンバーの方々にオンラ
インで参加いただく方式で開催しております。
今後のCOVID-19の推移の予想は困難ですが、一定期間の後には収まっていくものと思います。
他方、社会のデジタル化・インターネット化は、コロナ禍の中で着実に進展・定着していると思い
ますので、この面では全てが元の状況に戻ることはないと思います。
当研究所としては、新たな社会環境の下での事業運営の方式を調整していき、更には一層効果
的な運営のための工夫を行うと同時に、事業面ではCOVID-19後の新たな経済社会の課題を抽出し、
それへの対応方法について、検討を進めてまいりたいと考えています。
文末にあたり、個人的なことを追記いたします。まずは、デジタル化・インターネット化の流れ
に遅れないよう、踏み出して自己研修するなど、努力を続けていきたいと思います。また、在宅勤
務の継続の中で運動不足になっていることへの対応も必要になっています。時間を作って運動をす
るよう心がけていますが、なかなか成果が出てこないことが悩みの種です。これは私の永遠の課題
になると思っています。

（2021年1月29日記）

一般財団法人 企業活力研究所 専務理事

福岡　徹

コ ラ ム

新型コロナウイルス感染症の蔓延の中で
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当研究所の広報の場といたしましては、昨年5月、当所ホームページ（https://www.bpfj.jp）を
新たな拠点とするべく、大幅に更新いたしました。委員会の活動など、各事業につきまして、随時、
アップロードすることとしておりますので、ぜひご覧いただければと思います。
この広報の拡充を踏まえまして、広報誌「企業活力」につきましては、これまで年3回の発行（夏

季、秋季、春季）を行ってきましたが、今後は、年2回の発行（夏季（7月）、冬季（2月））に変更
いたしました。
広報誌本号（2020年冬季号112号）におきましては、2020年度の3研究会（人材研究会、CSR研

究会、ものづくり競争力研究会）の実施状況報告につき、新たに取りまとめて掲載しております。ま
た、昨年9月～12月にオンライン開催された「企業法制委員会」、「税制委員会」、「企業活力委員
会」、「業種別動向分析委員会」につきまして、ホームページに掲載している資料のポイントを収録
しております。これらは、当研究所事業の概要を取りまとめたものでございますので、御一読賜れば
幸いでございます。
さて、昨年から続く新型コロナウィルス感染症の蔓延は、内外で未だ十分な収束を見せることなく、

企業活動や社会・生産活動に大きな影響を与えています。引き続き、あらゆる局面において「ウィズ
／アフター／ポストコロナ」を視野に入れた、「新たな課題解決策」が求められており、かつてない
大きな「パラダイム変換」の必要に迫られていると考えております。
こうした状況の中、当研究所では、今後とも、社会経済環境の変化を客観的に分析し、解決すべき

課題を整理するとともに、我が国産業の競争力維持・強化に資する方策を多面的に模索していく方針
でございます。引き続き、関係者・読者の皆様の、ご指導・ご協力の程、宜しくお願い申し上げます。

（2021年2月　企画研究部長　志田　英一）

編集
後記

研究所便り研究所便り

2020
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